






































































































＊5  R. Janvier et Y. Matho, Aide-mémoire, le droit des usagers, 




























＊6  J.-M. Lhuillier , Le droit des usagers dans les établissements 
et services sociaux et médico-sociaux , Presses de l'EHESP, 
2015 , pp.30-32
＊7  R. Cabrillac （dir.）, Dictionnaire du vocabulaire juridique 




























































































535 du 30 juin 1975）により構築された*10。その後、次の
ように、制度の見直しが重ねられてきている。
①1975年の障害者法（loi no 75-534 du 30 juin 1975）
②1986年法（Loi no 86- ７ du ６ janvier 1986）：1983年










を確保することが改革の目的とされた（J.-F. Bauduret , 
Institutions sociales et médico-sociales : de l'esprit des lois à 











（Loi no 2002-2 du 2 janvier 2002）：1975年法の社会扶
助・家族法典への編入と、社会事業の目的規定（L.311-












のオルドナンス（Ordonnance organique du 2 janvier 
1959 sur les lois de finances）によって規律される予算
制度である。この行政権優位の仕組みに対して、2001
年８月１日の財政法律に関する組織法律（Loi organ-





































＊12  J.-J. Loubat , Élaborer un projet d'établissement ou de service 
en action sociale et médico-sociale , Dunod , 2012 , pp.80-81
＊13  認可制度を設ける意義には、施設等の運営主体である1901
年法に基づく社団法人の設立の自由との抵触を回避するこ







































（出典）J.-F. Bauduret, Institutions sociales et médico-sociales: 
















＊14  改革の背景等については、Caisse nationale de la solidarité 
pour l'autonomie et direction générale de la cohèsion 





























procédure d'autorisation par appel à projet et l'élaboration 
du cahier des charges, 2010； Assemblée Nationale, 
Rapport No 1441 sur le projet de Loi（no 1210） portant 
réforme de l'hôpital et relatif aux patients, à la santé et aux 
territoires Tome 1 par J.-M. Rolland, 2009 を参照。
＊15  CNSA, Bilan des appels à projets medico-sociaux des ARS, 
Année 2014, 2015（ http://www.cnsa.fr/accompagnement-
en-etablissement-et-service-loffre-medico-sociale/les-
creations-de-places/la-procedure-dappel-a-projet）

























＊17  R. Janvier et Y. Matho, Comprendre la particiaption des 







＊18 J.-M. Lhuillier, op. cit., p.230

















場合には、就労支援・援助契約（contrat de soutien et 












の継続的契約（contrat à exécution successive）である










＊20 R. Janvier et Y. Matho, Aide-mémoire ..., op. cit., pp.66‐67
＊21 R. Janvier et Y. Matho, Aide-mémoire ..., op. cit., p.57
＊22 R. Janvier et Y. Matho, Comprendre ..., op. cit., p.125
＊23  J.-M. Lhuillier, op. cit., p.158. なお、2011年10月27日ナ
ント控訴院判決（CAA de Nantes, 27 octobre 2011, no 
10NT02061）は、高齢者向け医療付住宅を提供している株
式会社に対する課税標準に入居者の居室部分を含めるか否

























































































＊26 J.-M. Lhuillier, op. cit., p.240



































（J.-F. Bauduret, op. cit., p.28）。


























（出典）R. Janvier et Y. Matho , Comprendre la particiaption 
des usagers dans les organisations sociales et médico-sociales , 



























































































＊32 J.-F. Bauduret, op. cit., pp.57‐65
の障害者（handicap）法、2007年の児童（enfance）関
係法
② 横 断 的・ 組 織 的（transversales et organisation-
nelles）：2002年の社会及び医療・社会事業改革法（loi 
2002- ２）、2009年の医療改革法（loi HPST）
に分かれる。
契約化、計画化、評価制度など多様な内容を含む改
革だが、各改革法の目的としては、
①社会的統合の実現
②弱者保護と同時に連帯による権利及び市民権の助長
③日常環境での支援への資源の集中投下
④適切な処遇及び給付の質の保証
⑤支援の個別化・個人化
⑥（人的・財政的）投入資源の効果及び適切利用を確
保するためのプロセスの厳格化
を志向する点では、何れの改革も共通している。
（２）とりあえずの示唆
契約化は、利用者を対等な当事者（主体）として処
遇の実施過程に組み入れることにより、利用者のニー
ズに応え、権利を実現する手段である。その場合、利
用者の権利の実現手段に関しては、日仏通じてほぼ同
様の発展過程を辿っている印象を受ける。ただし、我
が国の社会福祉法制が事業規制法としての色彩が強く､
契約の存在を前提としながらも､ 基本的に契約を明文
上位置付けていないのと異なる。
また、外部評価については、その法的位置付け・効
果を明確化する必要がある。この点、行政による指導
監査が最低基準の遵守の担保（＝最低水準）であった
のに対して、外部評価は質の向上（＝最適水準）を目
指すという位置付けられる*33。その限りでは、法的効果
＊33  サービスの最低保障である行政監査に対して、第三者評価
が重層的な良質保障システムの形成、発展を目標とするこ
とについて、石田道彦（1999年）「社会福祉事業における第
24
東洋大学／福祉社会開発研究　9号（2017年3月）
は限定的・曖昧でもある。しかし、認知症グループホー
ム（2002年~）、社会的養護関係施設（2011年~）のよ
うに外部評価が義務化される動きもある。これは、そ
れぞれ多様な主体の参入に伴う事前規制の困難性、虐
待等の防止などを背景とするものである。そうなると、
外部評価が質の向上の第一義的責任を負う施設等の自
主的な取組に委ねられるという当初の目的を超える法
的効果を検討する時代が来る可能性がある。その点で
は、評価の受審を認可及びその更新の条件として組み
込んだフランスは一つの参考となる。
最後は、契約化と質・効率性の確保の両立の問題であ
る。契約は関係の対等性を前提とする仕組みであるが、
情報の非対称性等がある準市場である福祉分野におい
ては、対等性を確保・補完・補強する工夫が必要とな
る。我が国でも様々な手法が導入されているが、社会
福祉法と福祉各法に分散し､ 体系性に欠ける嫌いがあ
る。フランスにおいて導入された様々な取組は、今後
の体系化のための参考としての意義を有するであろう。
三者評価の意義と課題」季刊社会保障研究35巻３号285‐294
頁を参照。
